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論 文 内 容 の 要 旨 
 
第二次世界大戦後の東南アジア諸国は、他の発展途上国と比較して、工業化によって急速な経済

発展を成し遂げてきた。東南アジア各国は独自に工業化政策を推進するとともに、ASEAN 域内経

済協力を通じても工業化を図ってきた。1970 年代後半からの域内経済協力は総じて失敗に終わった

ものの、相互依存性を有する市場の創設と各国の特化の２点を引き継ぎつつ、外資系企業に分担を

委ね、輸入代替型工業化ではなく輸出指向型工業化を推進するという新たな域内経済協力が指向さ

れた。1980 年代後半以降、ブランド別自動車部品相互補完流通（BBC）スキーム、ASEAN 自由貿

易地域（AFTA）、ASEAN 産業協力（AICO）スキームが相次いで実施された。2000 年代に入ると、

ASEAN 経済共同体（AEC）構想が立ち上がり、AEC 実現のために AFTA の下での関税引き下げ

が一段と加速した。2000 年代以降の東南アジア諸国は AFTA だけでなく、域外の主要国とも相次

いで FTA を締結・発効してきた。東南アジア各国の工業化は、FTA の影響を受けてきたと考えら

れる。そこで本研究では、電機産業の事例を基に、東南アジア諸国の工業化と FTA の関連を明らか

にすることを目的とする。 
FTA による東南アジア諸国の関税の削減は、域内で最終製品と部品・部材を生産する企業の意思

決定に多大な影響を与えた。本研究では、東南アジアにおいて最終製品と部品・部材を生産する企

業、それも地場系企業ではなく、これまで生産や輸出を牽引してきた外資系企業の事例を中心に取

り上げた。そして、外資系企業の中でも特に直接投資金額が大きい日系企業の事例を取り上げた。

さらに、テレビ、エアコン、冷蔵庫といった家電製品の事例を取り上げた。なぜならこれらの家電

製品は、半導体のような多くの場合すでに無税の製品とは異なり、FTA の発効以前は関税が高止ま

りしており発効後に大幅に関税が削減された製品であり、単価が高く今後世帯普及率の上昇が見込

め、電機メーカーが特に重視する製品であるからである。 
本研究では、東南アジア諸国を中心とする FTA 網の整備が東南アジア各国の工業化に与えた影響

を考察するため、関税が削減され、東南アジア域外国との間で FTA が相次いで締結された 2000 年

代以降の日系家電メーカーの拠点再編を整理した。また、テレビや白物家電製品を製造する日系家

電メーカーは、東南アジアではマレーシアを主たる生産拠点と位置づけて生産活動を行ってきた。

マレーシアにおける電機産業の事例の詳細な考察は、東南アジア諸国の工業化と FTA をはじめとす

る経済統合との関連を明らかにするという課題の解明にとって有効である。そのため、本研究では

マレーシアの電機産業の事例を中心に取り上げ、製品によってはタイやインドネシアの事例も取り

上げた。本研究の内容は以下のとおりである。 
第１章では、東南アジア諸国の急速な経済発展が工業化によって成し遂げられたことを確認し、

工業化戦略の重要な転換点が 1985 年である事実を確認した。東南アジア各国は独自に輸出指向型



工業化に取り組むとともに、ASEAN 域内経済協力の下で国際分業を展開してきた。直接投資統計

によれば、1980 年代後半から日系企業、特に電機メーカーの東南アジアへの直接投資が急激に増加

している。この日系電機メーカーによる現地生産は、マレーシアで顕著であったことを確認した。 
第２章では、1970 年代後半以降の ASEAN が域内経済協力を進めてきたものの、そのほとんど

が失敗に終わったこととともに、1980 年代後半からの BBC スキーム、AFTA、AICO スキームが、

東南アジア諸国による外資を利用した輸出指向工業化に寄与したことを確認した。また、AFTA は

財やサービスの貿易、労働者の移動等で大幅な自由化を実現してきたことや、2000 年代後半以降、

マレーシアがシンガポールとともに ASEAN の自由化の中心的役割を果たしてきたことを示した。 
第３章では、液晶テレビを製造する日系電機メーカーの事例を基に、マレーシア政府が積極的に

推進してきた FTA が工業化にどのような影響を与えたのかを考察した。AFTA によって関税が削減

されると、日系テレビメーカーは東南アジア地域内に散在しているテレビの生産体制を見直すよう

になった。FTA 網が整備される前の東南アジアでは、各国が高率の関税によって輸入障壁を設け、

自国に生産拠点を構える企業を保護していた。そのため、日系企業は東南アジア各国で生産活動を

行っていた。しかし、FTA の発効に伴い、必ずしも各国でテレビを生産する必要がなくなったため、

ASEAN 域内ではマレーシアを主とした特定の国の生産拠点だけを残して他の国の生産拠点を閉鎖

し、閉鎖した国へは残存する拠点から輸出する戦略を、一部の日系テレビメーカーが採用するよう

になったことを明らかにした。また、関税の削減・撤廃だけでなく原産地規則の改正も東南アジア

における液晶テレビの生産体制の再編を促したことを示すとともに、インドとの FTA の発効後に、

マレーシアをはじめとする東南アジア諸国がインド市場への輸出拠点として台頭してきた事実を明

らかにした。 
第４章では、エアコンや冷蔵庫を製造する日系白物家電メーカーの事例を基に、東南アジア諸国

の工業化と FTA の関連について考察した。東南アジア諸国が発効した FTA を契機として、日系白

物家電メーカーによる東南アジア内の生産体制を見直すようになり、特定の国から FTA を利用して

近隣国に輸出するようになったことを明らかにした。また、インドとの FTA の発効はインド市場向

け生産拠点としてのマレーシアやタイの台頭を促したことを示した。白物家電製品を個別に見ると、

エアコンに関しては、マレーシアやタイでの生産が急増し、他の東南アジア諸国やインドへの輸出

が増えている。冷蔵庫に関しては、タイの生産・輸出が大きく増大し、インドネシアも改善してい

る一方で、他の国は冷蔵庫の生産・輸出が低迷し続けている事実が判明した。 
第５章では、テレビ用液晶パネルや液晶パネル用部材を製造する日系メーカーの事例を基に、東

南アジア諸国の工業化と FTA の関連を考察した。日系電機メーカー本社の業績悪化を理由として、

現在の東南アジアではテレビ用液晶パネルを生産していない。しかしながら東南アジア内で液晶パ

ネル関連産業が消失したわけではなく、液晶パネル用部材に関してはむしろ東南アジアの生産・輸

出が著しく伸びている。2010 年以降、マレーシアやベトナムからの輸出量が増加しており、シンガ

ポールや中国をはじめとする ASEAN 域外の国に向けて製品が輸出されている。この輸出増には、

FTA による関税削減の効果が寄与していることを明らかにした。 
以上の考察結果を踏まえ、本研究の結論は以下のとおりである。FTA は、最終製品に関しては近

隣国の生産能力を吸収しながら特定の国への生産拠点の集約を引き起こした。その結果、集約先と

なった国における集中生産と輸出の増加が起きた。そして、集約先となった国は他国分の生産能力

を吸収するだけでなく、スケールメリットを得ることができた。また、部品に関しても最終製品と

同様に、FTA は特定の国における集中生産と輸出の増加をもたらした。FTA は、ASEAN 域内にお

ける最終製品と部品の集中生産・域内流通をもたらし、東南アジア各国の工業化を促したのである。 
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